
徳島県大口支援事業補助金交付要綱

（補助金の交付）
第１条 知事は、徳島県内における効率的な物流手段の構築、輸出及び輸入貨物の増大を
図り、もって本県産業の国際化及び地域経済の活性化を推進するため、徳島小松島港コ
ンテナターミナルを利用し、県内から一定量のコンテナ貨物を輸出又は輸入する企業（以
下「企業」という。）が行う貨物輸送に要する経費に対し、予算の範囲内で、企業に補
助金を交付するものとし、その交付については、徳島県補助金交付規則（昭和５８年徳
島県規則第５３号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めると
ころによる。

（経費及び補助額等）
第２条 前条の補助金の対象となる補助要件、経費（消費税及び地方消費税を除く。）及
び補助額は、次の表に掲げるとおりとする。

補助要件 経 費 補助額

次に掲げる要件を全て満たすこ 対象期間に輸 １ 対象期間の輸出と輸入のコン

と。 出又は輸入す テナ貨物量の合計が、前年度の

１ 徳島県内に本社、支店、支社 るコンテナ貨 輸出と輸入のコンテナ貨物量の

若しくは工場等を有する企業 物の輸送に要 合計を超えた増加分、１ＴＥＵ

（以下「県内企業」という。） する経費 につき１万円とする。ただし、

又は徳島県内の搬出入場所と徳 前年度に、この補助金を申請し

島小松島港コンテナターミナル なかった場合には、前年度の実

を結ぶ陸上輸送に県内企業を利 績を考慮しないものとする。

用してコンテナ貨物の輸出若し ２ 県内企業は、輸出と輸入の全

くは輸入を行う県内企業以外の 体について１の計算を行うこと

企業（以下「県外企業」という。） により算出するものとする。

であること。 ３ 県外企業は、資材や製品等ご

２ 輸出と輸入のコンテナ貨物量 とに１の計算を行ったものを合

の合計が次のア及びイを満たす 計することにより算出するもの

こと。この場合において、県内 とする。この場合において、過

企業にあっては全ての輸出と輸 去にこの補助金の交付を受けた

入について、県外企業にあって 資材や製品等についての計算

は資材や製品等ごとの輸出と輸 は、それぞれ５０万円を上限と

入について、それぞれコンテナ する。

貨物量の合計が当該ア及びイを ４ 県内企業、県外企業ともに、

満たすかどうかを判断するもの １企業につき２００万円を上限

とする。 とする。

ア 令和７年４月１日から令和

８年３月３１日まで（以下「対

象期間」という。）の輸出と

輸入のコンテナ貨物量の合計

が１００ＴＥＵ以上であるこ

と。

イ 対象期間の輸出と輸入のコ

ンテナ貨物量の合計が、令和
６年４月１日から令和７年３
月３１日まで（以下「前年度」
という。）の輸出と輸入のコ
ンテナ貨物量の合計を超えて
いること。

３ 対象期間に係る徳島県新規利
用支援事業補助金の交付を受け
ていないこと。



（補助金交付申請書等）

第３条 規則第３条の補助金交付申請書は、様式第１号による。

２ 規則第３条の知事が定める書類は、次に掲げるとおりとする。

（１）事業計画書（様式第２号）

（２）その他知事が必要と認める書類

３ 規則第３条の知事の定める期日は、別に定める。

（補助金の交付の条件）

第４条 規則第５条第１項各号に掲げる事項及び規則第１５条の２に規定する事項は、補

助金の交付の決定の条件となる。

（軽微な変更）

第５条 規則第５条第１項第２号の知事が定める軽微な変更は、補助金額に変更のないも

ので、補助事業の目的を損なわない事業計画の細部の変更とする。

（変更の承認の申請等）

第６条 規則第５条第１項第１号から第３号までの規定による知事の承認を受けようとす

る者は、補助事業変更（中止）承認申請書（様式第３号）を知事に提出しなければなら

ない。

２ 前項の申請書には、次の各号に掲げる書類を添付しなければならない。

（１）変更（中止）事業計画書（様式第４号）

（２）その他知事が必要と認める書類

３ 規則第５条第１項第４号の規定による知事への報告をしようとする者は、その理由及

び補助事業の遂行の状況を記載した書類を知事に提出しなければならない。

（実績報告書等）

第７条 規則第１１条の実績報告書は、様式第５号による。

２ 規則第１１条の知事の定める書類は、次に掲げるとおりとする。

（１）事業実績書（様式第６号）

（２）その他知事が必要と認める書類

３ 規則第１１条の規定による実績報告は、補助事業の完了の日若しくは廃止の承認を受

けた日から起算して３０日を経過した日又は補助金の交付の決定のあった年度の３月３

１日のいずれか早い期日までにしなければならない。

（補助金の請求）

第８条 規則第１２条の規定による通知を受けた補助事業者は、補助金請求書（様式第７

号）に当該通知に係る通知書の写しを添えて知事に補助金の請求をしなければならない。

（補助金の支払）

第９条 知事は、前条の補助金請求書等を受理した後に、補助金を支払うものとする。

（補助金の概算払）

第１０条 知事は、補助金の交付の目的を達成するため必要があると認めるときは、補助

事業者に対し、補助金の全部又は一部を概算払により交付することができる。

２ 補助事業者は、前項の規定による補助金の概算払を受けようとするときは、補助金請

求書（様式第７号）に次に掲げる書類を添えて知事に提出しなければならない。

（１）補助金交付決定通知書の写し

（２）補助事業の遂行状況及び概算払を受けようとする理由を記載した書面

（帳簿等の保管）

第１１条 規則第１６条の帳簿及び証拠書類の保管の期間は、補助事業の完了の日又は廃

止の承認を受けた日の属する年度の翌年度から起算して５年間とする。



（書類の提出部数）

第１２条 この要綱の規定により知事に提出する書類の部数は、正本１部とする。

附 則

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。

附 則

１ この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。

２ この要綱の施行前に旧要綱に基づき交付決定された補助金については、なお従前の例

による。

附 則

１ この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。

２ この要綱の施行前に旧要綱に基づき交付決定された補助金については、なお従前の例

による。

附 則

１ この要綱は、平成２９年９月１日から施行する。

２ 改正後の第２条の表「補助要件」第３項ただし書については試行とし、適用期間を平

成３０年３月３１日までとする。

３ この要綱の施行前に旧要綱に基づき交付決定された補助金については、なお従前の例

による。

附 則

１ この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。

２ この要綱の施行前に旧要綱に基づき交付決定された補助金については、なお従前の例

による。

附 則

１ この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。

２ この要綱の施行前に旧要綱に基づき交付決定された補助金については、なお従前の例

による。

附 則

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。

２ この要綱の施行前に旧要綱に基づき交付決定された補助金については、なお従前の例

による。

附 則

１ この要綱は、令和３年３月１日から施行する。

２ この要綱の施行前に旧要綱に基づき交付決定された補助金については、なお従前の例

による。

附 則

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。

２ この要綱の施行前に旧要綱に基づき交付決定された補助金については、なお従前の例

による。

附 則

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。

２ この要綱の施行前に旧要綱に基づき交付決定された補助金については、なお従前の例

による。



附 則

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。

２ この要綱の施行前に旧要綱に基づき交付決定された補助金については、なお従前の例

による。

附 則

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。

２ この要綱の施行前に旧要綱に基づき交付決定された補助金については、なお従前の例

による。

附 則

１ この要綱は、令和７年４月１日から施行する。

２ この要綱の施行前に交付の決定がされた補助金については、なお従前の例による。


